







































































































































































7 ） そのような判示をした事案として，1997年のSecurity First Corp. v. U.S. Die Casting and Development 



























8 ） こうした理解を示唆する事案として，2006年のSeinfeld v. Verizon Communications, Inc.事件（909 A. 























ence of Commissioners on Uniform State Laws）によって1928年に公表された統一事業















Walker & Co. v. Evans事件を手がかりに，会社役員の不当拒絶に対する防止策に関
する当時の学説の状況を確認している。1950年の模範事業会社法の公表から1970年代
までの動向については，これまで十分な研究がされてきたとは言いがたい。そのため，
第３章から第５章では1984年改正に至るまでの沿革を明らかにしている。
　第６章は，模範事業会社法が公表されて初めてとなる抜本的な改正である1984年改
正についての検討を行っている。その検討にあたっては，改正の経緯にも言及しつつ，
1984年改正模範事業会社法における株主の会社情報の収集権の特徴について分析して
いる。1984年改正模範事業会社法は，これまでも多くの先行研究が蓄積されているが，
会社情報の収集権との関係でも改めて検討する必要があると考えた。
　模範事業会社法の1984年改正以降の動向として，第７章において1990年代から2000
年代の展開に焦点を当てて検討している。1984年改正以降の動向の特徴として，情報
技術を柔軟に取り入れていた1998年改正では，アメリカ特有の株式の保有形態と会社
情報の収集権の関係について，当時の判例も参照しながら検討している。また，2010
年には株主総会の基準日との関係での会社情報の収集に関する改正がされており，近
時議論が活発にされていることもあり，有益な示唆に富むものと思われる。
３．州会社法等の関係と日本法の検討
　さらに，第８章では，アメリカ会社法の近時の動向として，1984年改正以降初めて
の全面改正であるといわれる模範事業会社法の2016年改正につき，その経緯と株主の
会社情報の収集権の関係を検討している。2016年改正模範事業会社法における株主の
会社情報の収集権は，模範事業会社法の1984年以降の改正点が整理されるとともに，
会社情報の収集権の行使によって得られる情報の利用についての手当てがされている
点に特徴がある。そのうえで，アメリカにおいて主な州会社法として考えられている
デラウェア州会社法，ニューヨーク州会社法，カリフォルニア州会社法について若干
の検討を行っている。
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　そうしたアメリカ会社法における株主の会社情報の収集権の検討を受けて，第9章
で，わが国における株主の会社情報の収集権について分析している。この章では，わ
が国の株主の会社情報の収集権に関する規定の沿革について整理し，権利行使要件あ
るいは拒絶事由の在り方といった問題点を明らかにしている。
　最後に，これまでのアメリカ会社法における株主による会社情報の収集権の起源と
その展開の検討からわが国の株主による会社情報の収集権に関する諸問題に対して，
どのような示唆が得られたかを検証する。そうした検討から，わが国の会社情報の収
集権に関する規定の今後の在り方について提言している。
五．結びにかえて
　本ワークショップでは，筆者の博士論文の研究テーマである株主の会社情報の収集
権の研究成果を報告した。その後の質疑応答で，博士論文では十分に検討できていな
かった今後の研究課題も明らかとなり，とても有意義なものになった。
　本報告及び博士論文では，アメリカ会社法の歴史的沿革を中心に検討しているから，
とりわけわが国における会社情報の収集権を巡る種々の判例との関係の分析がこれか
らの重要な研究課題であろう。もとより，アメリカ会社法の今後の動向にも注意を払
いながら，「株主の会社情報の収集権」に関する研究を発展ないし深化させていきたい。
討論を終えて出席者と共に
